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雇用変動指標の再検討

一1991～2005年r雇用動向調査』をもとに1）

神　林 龍

　本稿では，厚生労働省r雇用動向調査』の1991年から2005年までの個票を用い，従来の雇用創出・

消失の推計に離職者の離職理由の情報を加え，1990年代の雇用変動指標を再検討した．その結果，い

くつかの観察結果が明らかになった．第一に，既存研究の推計方法は事業所間の共通ショックの影響

を強く検出する性質があることがわかった．ただし，この要因を考慮しても，1990年代の雇用フロー

は個々の事業所に固有の要因に強く支配される傾向があるという従来の指摘はおおむね妥当する．第

二に，1990年代の雇用創出は好不況に関わらず安定的に推移しており，雇用変動の大部分は雇用消失

の増減から生じていることがわかった．当初は大きく異なるとされたアメリカ合衆国と日本の雇用フ

ローの推移が似通っていることを示している．第三に，都道府県間でも雇用フローの推移は大きく異
なることがわかった．この違いを説明するには，マクロシ日ックの地域間分配によるものではなく，

最：低賃金制度に代表される個々の都道府県固有の要素，あるいは個々の事業所に固有の要因が重要で

あることが示唆される．

JEL　Classification＝J64，　E32，　C81

1．はじめに

　労働市場の需給状況を把握するために用いられる

伝統的な指標は完全失業率である．確かに，総務省

『労働力調査』より算出される完全失業率は速報性
にも優れ，国際比較可能な定義・枠組みに準拠する

など多くの利点を有する．しかし，労働供給側から

計測されるという性質をも併せ持つがゆえ，労働需

要の動向を必ずしも反映しないという弱点もある．

また，完全失業率は一時点での完全失業者数と労働

者数との比率として定義されるストック変数である

ため，平均失業期間など失業状態の内容に関する情
報を含まないという問題点も指摘されている．
　Davis，　Haltiwanger，　and　Schuh（1996）にまと

められた雇用創出・消失アプローチ（Job　Creation

and　Destruction　Approach）は，この二点を克服す

るために提唱された新しい指標作成手法である．そ
の要点は，経済全体を事業所側より観察し，全体を

雇用創出部門と雇用消失部門に分割したうえで，そ
れぞれについての動向を別途把握することにある．
このとき，好景気であるからといって経済全体が雇

用創出一色に染まるわけではなく，逆に不景気であ
るからといって雇用創出が完全に無くなるわけでは

ないことが確かめられる．これらの動向を総合的に

解釈すれば，労働市場における雇用変動の原因が，

経済全体に一様に振りかかる共通ショックにあるの
か，ひとつひとつの企業や事業所に特異的な事情に
あるのかを検討できる．

　とはいえ，Davisらの雇用創出・消失指標は，同

一事業所内部で行われる事業再編による雇用機会の
変動を過小評価する性質をもつ．たとえば，ある生
産ラインを閉鎖して従業員を解雇し，同数の別の労
働者を雇い入れて新たな生産ラインを立ち上げるよ

うな事業所内の再編があった場合，Davisらの計測
方法によると雇用機会は全く変動がなかったと理解

されてしまうからである．もし不況期にこのような

事業所内の再編が盛んに起こっているとすれば，
Davisらの指標は雇用創出・消失をともに過小評価
し，不況の原因として共通ショックの重要性を過大
評価する可能性がある．

　本稿では，厚生労働省r雇用動向調査』を用いて，

この難点を少しでも解決する方法を提示したい．雇

用動向調査は日本における雇用創出・消失を計測す
るのに最も適した統計のひとつであり，離職者の離

職理由が判明するという利点をもつ．調査における

離職理由は解雇規制の法的枠組みと対応しており，

離職の背後の雇用機会の変動を推測する根拠を与え
てくれる．この推測を経由すれば，事業所内部での

事業再編による雇用機会の変動を識別し，雇用創
出・消失指標の計測に反映させることができる．

　本稿の目的は，上記のような雇用変動指標の再検
討を通じて，日本のマクロ的な雇用変動に関するい
くつかの基礎的な観察結果を提示することにある．

次節ではDavisらの雇用変動指標の内容を紹介し，

第3節でその拡張方法を議論する．第4節は本稿で
用いるデータである雇用動向調査の解説に当てられ，

第5節で諸指標の計測結果が報告される．第6節で
は本稿で用いた定義変更と計測結果との計算上の関
係や，配転・出向の役割，都道府県別の違いについ
て議論の場を設ける．第7節は結びである．

　　　　　　　2．雇用変動の概念

　一般に，雇用機会の増減は，就業者数や失業者数

の変動によって捉えられてきた2）．すなわち，ある

時点の雇用者が，過去のほかの時点の雇用者と比較
して大きい（小さい）場合，雇用機会が増加（減少）し

たと考える．図1は1985～2006年までの実質GDP
成長率と就業者数の成長率を示している．

　この図から，1991年から1993年のバブル崩壊期
には，経済全体の活動水準と就業機会の成長速度が
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図1．実質GDP成長率と就業者成長率（暦年，1985～2006）

一15

　　－3－2－101234　　　　　　　　　　　　　実質GDP成長率（％）
出所）　実質GDP成長率：内閣府国民経済年報，固定基準価格．

就業者数成長率二総務省r労働力調査』年平均結果．

急速に鈍っていった様子がわかる．そして，1994年

以降経済活動が成長のテンポを速めたときに，就業
機会の増大傾向は低水準でほぼ一定を保っている．

経済全体の成長のわりに就業機会は増大せず，居座
り続けた中高年層に比して若年層にしわ寄せが集中

したといわれた時期に当たる3）．また，1998～1999

年のマイナス成長を経て，実質GDP自体は2000年
以降にプラス成長に回復したものの，就業機会の減
少はさらに2003年まで続き，まさにjobloss　recov－

eryが続いたことがわかる．

　しかし，時点問の雇用機会の増減のみに着目する
この計測方法では，当該期間内にどれだけの雇用機

会が創り出されたのかを観察することは難しい．経
済全体が単一の共通ショックに完全に支配されてい
るのではない限り，雇用が生まれる背後には，同時
に失われる雇用もあると考えるのが自然だからであ

る．たとえば，図1に示されたように，仮に景気回

復時に，観察時点間の就業機会の数そのものがそれ
ほど変化していない（あるいは減少した）としても，

その内側で新しい技術を体化した雇用機会が創出さ

れ，陳腐化し消失した雇用機会から労働力が首尾よ

く移転しているかもしれない．時点間に発生したフ

ローを無視することは，雇用機会の再配置を考察す

るときに大きなデメリットをもたらすことがわかる．

　このような理由から，1990年代に注目された分析

手法が雇用創出・消失アプローチである．この手法
は，経済を雇用機会が新たに創出された部門と，従
来あった雇用機会が消失した部門に分割して別個に
把握するというきわめてストレートな発想に基づい

ている．アメリカ合衆国で事業所レベルでのマイク
ロ・データが利用可能になり，事業所単位で雇用機

会の創出と消失を区別できるようになった1980年

代後半以降研究が進められた．初期の研究成果は
Davis，　Haltiwanger，　and　Schuh（1996）にまとめら

れている．2000年前後から統計データそのものの
改良も進み，現在でも継続的に研究が進められてい
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　本来，この手法の観察単位と

するべきは雇用機会Gob）であ
る．しかし，雇用機会そのもの

を観察単位とする統計は現実に

は存在しない．実現可能な統計

実査を考慮すると，何らかの方
法で就業者の異動から雇用機会
の異動を推測するほかない．

　まず考えられるのは，就業者
の異動をそのまま雇用機会の異

動とみなす方法である．しかし，

この二つの概念には少なからず

の臆意がある．通常，雇用機会

は就業者を得てはじめて生産単

位として機能し，統計的にも認
知される．しかし，（労働者の

個人的な都合による離職などの

理由で）ある時点で就業者が観
察されないとしても，求人広告

などを通じてそのポジションが未充足のままになっ

ていることが明白であれば，雇用機会そのものは存

在していると考えるべきであろう．逆に，同一の就
業者が複数の雇用機会を兼務したり，配置転換や事

業転換を通じて雇用機会を変えたりすることは珍し
くない．このとき，就業者が継続的に観察されるか

らといって，彼／彼女に対応する雇用機会が不変で

あるともいえない．したがって，雇用機会の異動と

就業者の異動は深い関係にあっても同値ではない．

欧米のように職務内容に関する組合規制が比較的強

い場合には後者の可能性はそれほど大きくないと考
えられるので，多くの場合，就業者の異動は雇用機
会の異動を過大に見積もることになる5）．

　そこでDavisらは，生産単位を最も近似すると考
えられる事業所に観察単位を設定した．そして，あ

る事業所の期間内の就業者異動の結果を，当該事業
所の雇用機会の変動とみなした．同一事業所に入職

者と離職者が同時に観察された場合には，維持され

た雇用機会に対応する就業老が置き換わっただけだ
と考えるわけである．逆に，観察期間を通じて埋め

られることのない空席があったときには，その雇用
機会は事実上失われ，たと想定する．その結果，すべ

ての事業所は，観察期間内に雇用機会を創出した事
業所と，逆に消失した事業所に完全に分割される．

つまり，雇用機会はいわゆる「自然増減」を通じて
のみ調整されると考えるわけである．最終的には，

それぞれの集合について全国・州・産業などを単位
に集計し，雇用創出数と雇用消失数が作成される．

たとえば，ガ事業所への’期の入職者をinflowl，同

じ事業所からの離職者をoutflowlと書くと，’期の

雇用創出数1C‘および雇用消失数ノDオは

∫C‘≡．Σ、（inflowl－outflow分｛　　　ほヨリ
ρ・≡一 A壽と（i・fl・wl一・utfl・wg

…（1）

と定義され’る（定義①）．ただし，硯および錫はそ

れそれ自然増部門，自然減部門を示し，
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　　　　　ガ∈S毒　グ　inflowl＞outflowl　　　　｛
　　　　　ガ∈Sみ　zア　inflowl〈outflowl

である．

　Davisらの手法は，期間内のすべての就業者異動
ではなく，期首と期末の雇用ストック数のみを利用
すれば足りるので，簡便でしかも新たな知見をもた
らす方法として各国で多用された．日本においても，

桑原（1987），樋口・新保（1998）やGenda（1998）によ

って先鞭がつけられている．日本における研究は主

として，年次調査でかつ期首・期末の雇用ストック

のみならず期間内の就業者異動をも格納する厚生労
働省『雇用動向調査』を用いて，雇用創出・消失を
計測しており，最近では太田・玄田・照山（2008）が

ある．現在では，経済産業省『企業活動基本調査』

を用いて出資形態や貿易構造と雇用フローとの関係
を議論したKiyota　and　Matsuura（2006）など一定

の広がりをみせ，様々な観察結果が報告されている．

　日本や諸外国に関する諸研究の内容・結果につい
ては玄田（2004）（第1章）にまとめられているので本

稿では詳述しない．とはいえ，本稿との関連であえ
ていくつか指摘するとすれ’ば，次の諸点があげられ

よう．第一に1990年代には雇用消失が増加する一
方，雇用創出は減少を続けた．第二に，雇用創出と
消失は強い負の相関をもっており，経済全体への共

通ショックが雇用変動の主要因であったことを推測
させる．しかし，第三に，企業規模や産業に代表さ

れる共通要因は，事業所レベルの雇用創出・消失に
与える影響を徐々に弱めており，個々の事業所のみ
が被る個別要因が雇用変動の主要因となる様相を強

めている6）．これらの知見は，1990年代の日本の労

働市場の動因が，グローバル化など経済全体に共通

する要因だったのか，個々の事業所に固有の要因だ
ったのかを巡って重要な事実を指摘したといえる．

　　　3．整理解雇と雇止めの区別の導入

　以上のように整理される雇用創出・消失研究であ
るが，観察期間内の入離職が同時に起こった場合に

すべて雇用機会が保存されたと解釈するのは，いわ
ば一方の極である．この定義に従えば，事業部門を

新設して新規採用で充てたとしても，同一事業所内
で整理解雇などをしている場合は計算上キャンセル
されて雇用創出として認識されない．労働資源の配

分を考えるとき，事業所の中での技術転換や事業戦
略の再構築は重要な経路のひとつである．従来の観
察方法は，この側面の雇用機会の増減を過小評価す

る性質をもっていることになる，1990年代に日本
の雇用創出率が落ち込んだのは，このような事業所

内のリストラクチャリングを探知できない計測方法
によるのかもしれ，ない．

　幸い，雇用動向調査は離職老票を通じて，観察期
間内の離職者の離職理由の分布を把握することがで
きる．本稿で注目したいのは，調査上の離職理由の

区分は，労働法規制を介して，その背後で雇用機会
が消失している蓋然性と密接な関係をもつ点である．

　雇用動向調査離職者票の離職理由は，「契約期間
の終了」「経営上の都合」「本人の責による」「その他

個人的理由」に大別される71調査のインストラクシ
ョンには，これらについて以下のような説明がある．

・「契約期間の満了」……期間の定めのある雇用

契約で雇用されていた者が，その期間の終了に
　よって離職した場合．

・「経営上の都合」……事業の縮小，合理化等事業

経営上の理由で解雇された場合．企業からの要
請により希望退職に応じた場合も含める．

・「本人の責による」……重大な服務規則違反な

ど本人の行為により解雇された場合．
・「その他個人的理由」……上記（結婚等，引用者）

を除いた個人的な都合や家庭の事情等で離職し
た場合．

　これらの区分と労働法規制はどのように対応して

いるのであろうか．元来，日本の労働法制は雇用契
約の中途解約たる解雇について様々な法的規制を行

っているが，期限の定めのある雇用契約と期限の定
めのない雇用契約を峻別している．さらに後者につ
いては，労働者に事由がある解雇と事由がない解雇

を区別する．上記の分類はまさにこの法的枠組みと
対応しており，順に，いわゆる「雇止め」「整理解雇」
「普通解雇」（「辞職」）と対応する．

　重要なのは，解雇に関わる法的規制も前三者で異
なり，普通解雇には解雇権濫用法理が，整理解雇に

は整理解雇法理が，また，雇い止めには解雇権濫用
法理が類推適用されている点であろう．解雇に対す
る法的規制の詳細を述べるのは本稿の目的ではない．

ここでは，形式的には同じ解雇であっても，状況に
よって，その解雇が是認される条件が異なっている
ことだけを説明しよう8）．

　整理解雇法理は，いわゆる四要件（要素）判断の中

で「人員削減の必要性を証明すること」を求めてお
り，当該労働者の雇用機会が失われていることを前

提としなければ，労働者自身に非のない解雇は正当
化されないことを要請している9）．したがって，離
職二二に記された離職理由のうち，「経営上の都合」

による離職は，同一事業所への入職者の有無に関わ
らず，雇用機会が失われたと考えてよい．

　もちろん，経営上の都合による離職が整理解雇法

理に服すとしながら，このカテゴリーに希望退職応
募による離職が含まれていることに違和感を覚える

読者もいるかもしれない．しかし，希望退職募集は
一般に整理解雇に至る過程の一段階として理解され
ている．そして，使用者側がイニシアティブをとっ

た雇用機会の整理という観点からみても整理解雇と

区別する必然性は乏しく，希望退職に応募し離職し
た人数分は，やはり雇用機会が失われていると考え
てもよいだろうlo）．

　「雇止め」についても，この論理を（緩やかにでは

あるが）適用できる。すなわち，労働者が自発的に

離職するのではない限り，契約満了による離職は使

用老からの契約更新の拒絶による．そして，その場
合の理由の多くは，仕事自体がなくなったからだと

考えられる．確かに，能力不足などの理由により契
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約更新を拒絶する場合もあるだろう．しかし，雇止
めに対する解雇権濫用法理の類推適用のもとでは，

相当の契約更新の期待がある場合には更新拒絶が当

然に認められるわけではない．そして，現に仕事が
継続しているというのはこの相当の契約更新の期待
がある場合に含まれる可能性が高い11）．したがって，

解止めについても，少なくともその幾許かは，同一
事業所への入職者の有無に関わらず，雇用機会が消
失したと考えることができる．

　このように，雇用動向調査においても，労働者の

離職形態に関して労働法上の区別が適用されている
ならば，離職の背後で雇用機会が消失しているかど

うかの蓋然性は，離職理由によって判別できる．す

なわち，整理解雇・雇止め・普通解雇の順番でその

蓋然性は高い，この関係を雇用動向調査に引き写せ
ば，離職老の離職理由のうち，「経営上の都合」「契

約期間満了」「本人の責による」順番で雇用消失を伴

う可能性がある．この情報を用いて，雇用創出・消

失指標をより詳細に再計算できる．

　以上のように，離職理由を用いて雇用消失の定義
を拡張し，（1）式と同様に定式化すると次のように
なる．ゴ事業所への’期の入職者をinflowl，同じ事

業所からの離職者をoutflowl，そのうち「経営上の

都合」による離職者をdismissall，「契約期間の満

了」による離職者をrefusallとする．このとき，整

理解雇類似の離職を加味した’期の雇用創出数
ノC2ごおよび雇用消失数ノD2彦は
ノC2オ≡具｛inflowl一（outflowl－dismissa19｝

院論欝一
と定義される（定義②）．ただし，舘および錐はそ

れぞれ整理解雇類似の離職を加味した自然増部門，
自然減部門を示し，

　　ガ∈S著　が　inflowl＞（outflowl－dismissall）
　
｛
　　ゴ∈S菱　グ　inflowl＜（outflowl－dismissall）

である．

　さらに雇い止めの離職の背後にも雇用機会の消失
があると考え，整理解雇類似の離職および雇止めを

加味した’期の雇用創出数ノC3‘および雇用消失数
」の3、を以下に定義する（定義③）．

ノC36≡≡Σ，｛inflowl一（outflowl－dismissall
　　　　ごピ　
　一refusall）｝

ρ3・≡一 ﾗ｛i・fl・wl一（・utfl・wl

　－dismissall－refusall）｝

　十Σdismissall十Σrefusall
　　　ゴ　　　　　　　　　　　　　　か

ただし，舗および銘はそれぞれ整理解雇類似の離
職および雇止めを加味した自然増部門，自然減部門
を意味し，

｛ガ∈∫碁　が　inflowl＞（outflowl－dismissall

　－refusalg
ガ∈S註　グ　inflowl＜（outflowl－dismissall

　－refusall）

である．
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　以上を要するに，Davisらに代表される雇用創
出・消失の計測方法は，とくに事業所内での雇用機

会のリストラクチャリングが行われるとき，雇用創

出を過小に評価する可能性がある．本稿では，労働
法的枠組みが統計調査にも適用されていることを前

提として，雇用動向調査の離職掌理の情報を用いて
2種類の拡張した指標を作成し，1990年代の雇用創
出・消失を再検証する．

　　　　　　　　　4．データ

　本稿では玄田（2004）などで盛んに用いられている

厚生労働省『雇用動向調査』の個票を用いて，1991
年から2005年までの15年間の雇用変動を観察する．
雇用動向調査を前提とした雇用創出・消失の計測方
法は照山・常世（2001）に詳しい12）．本稿でも，基本

的にこの方法にのっとり，各種指標を算出した（た

だし，標本の限定に関して若干の相違がある．本稿

で用いた標本の限定方法については付録1にまとめ
た）．

　雇用動向調査は，常用労働者の入離職傾向を把握

するために毎年2回行われている事業所調査であ
る13）．現在の形での調査開始は1964年とされるが，

その淵源は戦後直後の『雇用状態調査』（1948年）や
『労働異動調査』（1952年）に遡る14）．

　調査は，事業所企業統計調査に最新の毎月勤労統

計調査を考慮した抽出枠から，農林水産業を除く約
1万3千事業所に対して実施され，る．調査客体は，

毎年6月末日に，1月1Bから6月末日までの入離
職者の状況を，12月末日に7月1日から12月末日
までの入離職者の状況を調査票に記入する．雇用動

向調査の特徴は，当該事業所に入饗した就業者に，

入職者票と呼ばれる調査票を用いた個人調査が行わ
れる点にもある，対応して，当該事業所から離職し
た就業者に関して，事業所の人事担当者が記入する

形で，年齢や学歴，勤続年数，離職理由などに関す
る簡単な調査も実施される（この調査票を離職者票
と呼ぶ）．したがって，ある事業所について，1年間

の入離職者の状況のみならず，どのような属性をも

った入職老がいたのか，どのような理由で離職した

人がいたのかを確かめることができる．生産活動や

賃金に関する情報がないという弱点があるものの，

雇用変動の概形をつかむことが目的である雇用創
出・消失分析には，最も適切なデータのひとつであ
るといえる．ただし，雇用動向調査が万全のデータ

を提供するわけではない．本稿の問題意識との関連

では，たびたび指摘される事業所票の問題点のみな
らず，離職老票の問題点をも認識する必要がある．

　まず事業所票について，雇用動向調査を扱ううえ

では，調査対象が常用労働者5人以上の事業所に限
定されていることに留意する必要がある．この留意
点がどの程度深刻かを確かめるために，雇用動向調
査で報告された1年間の離職者総数と，最も対応す
る期間の総務省『就業構造基本調査』で報告された
1年間の離職者総数を比較した（表1）．

　集計時期に3ヶ月のずれがあるので比較には気を
つける必要があるが，本来母集団が小さいはずの雇
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　　表1．就業構造基本調査と雇用動向調査の比較（単位：千人）

就業構造基本調査　　　　　　　　　i　　　　i　　　　　雇用動向調査

2001年10月～2002年9月 （a）i（b）／（a）i（b）　　2002年1月～2002年12月

初　　　　　　　　　　　　離職者総数
　　　　　　　　　　　うち前職雇用者
うち会社倒産・事業所閉鎖以外の理由の離職者

　　　1996年10月～1997年9月

7・482i

7，076｝

6，547i　1．04 ：6β20　離職者総数
i　　　1997年1月～1997年12月

　　　　　　　　　離職者総数
　　　　　　　　うち前職雇用者
　　うち前職5人以上規模の雇用者
1991年10月～1992年9月

6290i

5駕8i
5，440　1　　1．09 35，943　離職者総数

i　　　1992年1月～1992年12月

　　　　　　　　　　　　離職者総数　5，6061　　　　i

　　　　　　　　　　　うち前職雇用者　5，126i　　　　i
　　　　　うち前職5人以上規模の雇用者　4，734i　1．18　i5，594　離職者総数

出所）　就業構造基本調査：平成14年調査第116表，平成9年調査第47表，平成4年調査第95・96表．

雇用動向調査：平成14年調査第36表，平成9年調査第26表，平成4年調査第26表．

用動向調査で，およそ1割大きい離職者数が報告さ
れ，る傾向がある．このような齪齪が生じるのには，

たとえば就業構造基本調査は最近の離職について1

人1回限り聞いているのに対して，雇用動向調査で
は1年以内に複数回離職した人についてはすべて数
えられることが影響しているかもしれない．また，

雇用動向調査は事業所調査という特性に加えて，調
査票では期末労働者数，入職者数，離職者数を同時
に聞き，相：互の辻褄を記入時にチェックできるよう

になっている．他方，就業構造基本調査は世帯調査

であるうえ，離職経験を答える場合には一見して回
答項目が多くなることがわかるという調査票設計上

の性質があり，回答が忌韓される可能性もある．一
般に，統計相互の関係については不明な点が多く将

来の課題が山積しているが，雇用動向調査と就業構
造基本調査との関係もそのひとつといえよう．いず

れにせよ，1997年調査と1992年調査からは1～4人
の事業所からの離職者の割合が推測できるが，その

割合はそれほど大きくはないと考えられる（5人以

上の事業所からの離職者数に対して1997年調査で
7．3％，1992年調査で8．3％．2002年調査の公表数表

では離職時期を1年以内に限った場合の前職従業員
規模の内訳が掲載されていない）．それゆえ，雇用

動向調査の対象が常用労働者5人以上の事業所であ
る点から生じる問題はそれほど深刻ではないと考え，

議論を進める．

　離職者票の調査対象の抽出は，産業および事業所

規模に対して比率が定まっている．ただし，99人以
下の規模の事業所は全数調査される．それゆえ離職
者票を用いるにあたって議論すべき課題は，ふたつ

あるだろう．ひとつは，離職者票が少ない場合の測
定誤差の問題である．もうひとつは，離職理由が前
節に紹介したような法的枠組みに沿っているかどう
かである．

　第一の点を確かめるために，標本事業所に関して
離職者票の有無をまとめたのが表2である．

　離職者がいた中で，離職者票を全く報告していな
い標本は上期で1．4％，下期で1．6％にとどまる．ま

た，全数の報告が求められている99人以下の事業
所で，離職者数よりも離職者票数が小さかったのは

上期・下期ともに1％に満たない．結局，離職者票
数が少ない事業所は，離職者がいなかったから調査

票数が少なかったことがわかる．したがって，事業
所内の離職理由の分布を計測する上では，サンプリ

ング方法から生じる測定誤差は議論の枢要に影響を

及ぼす程度ではないと考えられる．

　第二の点についてはより注意深い議論が必要であ
ろう．まず，離職者票は人事：担当者によって記入さ

れるので，記入者が前節に示した法的枠組みを知悉
する可能性は小さくない．もちろん，別のデータで

離職者票の離職理由と法的枠組みが対応しているこ
とを確かめたいが，現在の日本において，年間何人

の労働者が解雇されるかを正確に把握する統計は存

在しない．したがって，離職者票の離職理由分布が
どれだけ前節に整理した枠組みと整合的かを客観的
に精査する術はない．ここでは，次善の策として，

表1と同様に，世帯調査である就業構造基本調査で
報告された離職理由と比較することで，間接的に離
職者票の離職理由分布の性質を確認したい，表3は，

そのために2002年就業構造基本調査の離職者の離
職理由分布と，2002年雇用動向調査の離職者の離職
理由分布を比較したものである（1997年および1992
年については付録2を参照されたい）．

　就業構造基本調査は世帯調査なので，離職理由の

分類は雇用動向調査と同一ではない．表3では筆者

が適切と考える組み合わせで比較した．離職者総数
が雇用動向調査で大きく報告されていることは表1
で指摘した通りである．この比率を念頭におくとき，

就業構造基本調査における「人員整理・勧奨退職の
ため」の離職者数と，雇用動向調査上における「経

営上の都合」の離職者数は，それほど大きな開きが
あるとはいえないだろう．すなわち，整理解雇類似
の離職については，使用者・労働者ともに認識に大
きなずれは生じておらず，雇用動向調査の数値は，

ひとまずは信頼してよいと考えられる．

　それに対して，「定年又は雇用契約の満了のため」

離職した労働者，あるいは結婚や育児のために離職
した勢働者は，就業構造基本調査と雇用動向調査で

は大きく乖離している．期限の定めのある雇用契約
を結ぶ労働者のなかには，あらかじめ結婚や育児・
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表2．標本事業所における離職者票数

上期

標本事業所数 うち離職者有事業所数

離職者票数

平均 i標準偏差… 最小 i最大 1ゼロ標本数ωi以下標本数2｝

131687 106073 5．9

l　　　　　　l
戟@8．4　　：1　　　　　　　　　　　　　　　　　　仁 0 i220 1　　　　　　　　　1

P　　1514　　1i　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l 200

下期

う ち離職者有事業所数

離職者票数

平均 i標準偏差i 最小 i最大 iなし標本数i 以下標本数

102205 5．5

l　　　　　　l
戟@8．5　　：l　　　　　　　　　　　　　　　　　　I 0 i523 i　1595　i 214

注）　1事業所票で少なくとも一人の離職者が記録されていながら，離職者票がない標本事業所数．

　　2　事業所票で少なくとも一人の離職者が記録されている99人以下の事業所で，離職者数と離職者票

　　数が一致しない標本事業所数．

　　　　　　　　　　表3．離職者の離職理由の比較（単位：千人）

　　　就業構造基本調査　　　　　　　　　　i　　　　i　　　　　　　　雇用動向調査

2001年10月～2002年9月 （a）　　i（b）／（a）i　　（b） 2002年1月～2002年12月

　　　　　　　　　　　　　　離職者総数
　　　　　　　　　　　　　うち前職雇用者
うち会社倒産・事業所閉鎖以外の理由の離職者

7，482i

7・076i

6，547　1　　1．04 6，820　離職者総数

人員整理・勧奨退職のため　7523　　111 8385 6350経営上の都合（出向・復帰を除く）

定年又は雇用契約の満了のため　79711　150　　11973

1331出向
70．4出向元への復帰

3865定年

　　　　　結婚のため
　　　　　育児のため
家族の介護・看護のため

　　病気・高齢のため
　　　　　　　　事業不振や先行き不安

　　　　　　一時的についた仕事だから

　　　　　　　　　　収入が少なかった
　　　　　　　　　労働条件が悪かった
　　　　　　自分に向かない仕事だった
家族の転職・転勤又は事業所の移転のため

　　　　　　　　　　　　　　　その他

329．2

602，1

　422

　740
422．5

　83．6

1416．5

216．3　i　　O．83　　　　　178．7

228．6　i　　O．63　　　　　143．4

113．1　i　　O．37　　　　　　41．5

419．liO．23　94．3

4015．9　1　　1．08　　　　4326．7

介護の時期を見込んだ上で契約を結び，期間の満了
を機会として離職する労働者がいるのかもしれない．

さらにいえば，このような私的な事情を使用者側の

人事担当者が完全に把握することはできないであろ
う．このとき，ある離職について，使用者側は契約

満了を理由として，労働者側は個人的な事情を理由
として認識することになる．このような離職が生じ

たときに雇用機会が失われる蓋然性はそれほど高く

ないと考えれば，契約期間満了に伴う離職を雇用消

失の代理変数とするのは，整理解雇類似の離職ほど
確からしいとはいえない．

　以上のように，離職一票の離職理由のうち，整理
解雇に関わる項目については一定の信頼性があり，

雇用機会の消失を伴う蓋然性も高いと判断できる．

それに対して，契約期間満了による離職については，

使用者側からの雇止めではなく，多分に労働者側の
辞職に近い状況が含まれていると考えたほうが良い．

このとき，雇用機会の消失を伴っているかは判然と
しない．この点に注意しながら具体的な計測に移り
たい．

　8108契約期間満了
結婚

出産育児

介護

死亡・傷病

　4067．2その他個人的理由

　259．5本人の責

　　　　　　　　　　5．計測

　以上のような雇用動向調査を用いて，雇用創出・
消失を計測する．まずは照山・三田（2001）の方法に

従った定義①によって諸指標を算出した．算出手順
は付録3（a）に掲示した．

　ただし，照山・玄田（2001）の手順で雇用動向調査

を用いるには，いまひとつ重要な留保が必要になる．

この手順は，上期および下期両方から矛盾ない調査

票が採取された標本のみを計測対象とし，年間を通
じて存続した事業所の情報のみを扱っている．雇用

動向調査自体は，調査毎に取り入れられる毎月勤労
統計調査の開廃業の情報に基づいて復元倍率が決定
されるうえ，上期と下期が独立に集計されるので，

事業所の開廃に基づくバイアスは可能な限り考慮さ

れている．しかし，本稿の雇用創出・消失指標は，

存続事業所のみから成り立ち，開廃業に伴う雇用機

会の増減を無視している点に注意が必要である（た

だし，復元倍率の修正に由来する開廃業の影響は計
測されている．この点については照山・玄田（2001）
を参照のこと）．
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図2．雇用創出率・消失率（1991～2005年，全国，％）
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　図2は，定義①に基づいて算出され’た雇用創出

率・消失率の，1991年から2005年までの15年間の
推移である．

　これらの数値は同じ雇用動向調査を用いている玄
田・太田（2007）とほぼ等しい．1990年代を通じて

∫CRが継続的に低落し，2001年にかけてノDRが急
増している傾向も同様である．匹田・太田（2007）で

報告されていない2005年について，∬沢が下げ止
まり，ノCRも若干の低落をみせるなど，労働市場の

改善傾向が一服したことが新たな知見として付け加

わったといえる．また，雇用創出・消失指標に対し

て労働者の異動量を示すWR1～はほぼ10倍を示し
ており，少数の雇用機会の変動に対応して労働老が
激しく移動している様が確認できる．

　次に，第3節の議論に従って雇用消失の概念を拡
張して再計測する．定義②に従った雇用動向調査の

加工手順は付録3（b）にまとめた．こうして再算出
された雇用創出率・消失率の推移を示したのが，図

3である．参考のために図2に掲示した定義①によ
る雇用創出率・消失率も掲載している．

　定義①に対して，／α）R2，ノDR2はともに高く計

測される．整理解雇類似の離職による雇用消失自体

平均0．8％程度しかなく，それほど大きな水準では
ない．したがって，伝統的な定義と拡張された定義
の差はそれほど大きくはない．しかし，標準偏差を

みると，雇用創出率が0．42から0．37へ低下してい
るのに対し，雇用消失率は0．56から0．62と上昇し

ている．これは，不況期に整理解雇による雇用消失
が起こる一方，雇用創出は比較的一定のまま推移し

たことを示唆している．伝統的な定義では，整理解

雇による雇用消失が新たに創出された雇用機会と相
殺されてしまい，整理解雇による雇用消失の割合が

景気に対して逆相関をもつ場合，雇用創出をより不
安定に，雇用消失をより安定的に計測することが確
認できる，

　本稿では，さらに「契約期間の満了」による離職
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図4。整理解雇類似の離職および雇止めを加味した雇用創出率・消失率（1991～2005年，全国，％）

7．0

65

6．0

5．5

S～　5・0

4．5

4．0

3．5

3．0

’・■．■ iCR2

一・一 iDR2

齧ﾚ■JCR3
60

／㍉細
＋JDR3

平均 標準偏差 最小値　最大値

謹

Y　　　　　，！噌、・ ＼ ∫CR3 4．8 0．35 4．4　　　5．5

潭 試
5τ5　　　　　　　　　　〆

@　　　　　！’
@　　　　　’@　　　　！@ノ噛、　　　　　　〆「

＼）蜘
ノDR3 5．5

P03

0．68

O．55

　　　　　　　4．4　　　6．7
@　　　　　　9．6　　11，6．一　一　一一一　一　一　一一　一　一　一　一■■　■　曹　匿　F一　一　一　一　一　一一　一　一　一　一冒一　一　一　一

引引噂鞠亀鷺働 墨田
ノ　　　　　、．！

黷U　4．6　　　　　　　4・9

　　，＼．6　　　、　　　4．8
ノD彪 2．1 0．47 1．37　　2．77

、
、

4＝6

離匂娼　ノA、　！ρ

m㌦㌔

4．5、

@亀、，！

@o’o、亀

，〆

@　　　　4．4
外，⊃、　噛

@、．＿．＿
@’、馬

■　、　　甲　　　　’　一

！
！

－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7
A　　　　　　　　　　　　o㌔闘鞠陶鴨嵐〆 ㍉・、　　　　　！“”へ、　！　㌔・・．．．　　　　／　　　　＼　　　＼｝！φ　　　〉　　’　　　　　、、悔

@，’
A

1 I　　　　　　　　　I 1 I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I　　　　　　　　I 1　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　1

ま　§　§　§　§　§　§　窪　§　§　§　§　§　§　§
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　　の　　　　　　　　　の　　　　ロ　　　　へ　　　　じコ　　　　ロ　　　　ロ　　　　バ

　　　　　　　　　　　　　年

表4．雇用創出率・消失率指標の関係

完全なマクロ
定義① 定義② 定義③

ショック

Co77（1α己ノZ）κ） 一！ 一〇．79 一〇．75 一〇．60

訂）（1C尺）一二）α）R） 0 一〇．14 一〇．25 一〇33

Coγ77（卿己1＞ET） 0 （一〇．41） 一〇．62 一〇．67

注）ただし，定義①のCorr（JRR，　NET）は統計的に0と有意に差がない．

も，雇用消失を伴うとみなした定義③による雇用創

出率・消失率を算出した．算出方法は付録3（b）に

ならい，整理解雇による雇用消失に加えて契約期間
満了による雇用消失も，入職者の有無によらず雇用
消失と考える（ただし，それぞれの標章をκR3，
∬沢3，擢R3，」のRθに替える）．前節でみたよう

に，すべての雇止めを，雇用消失を伴った離職とみ

なすことはできないだろう．したがって，この方法
による計測は，雇用フローを過大に計測することに

なる．しかし，整理解雇のみを雇用消失と考えた場
合には，同様の理由で雇用フローは過小評価になる．

その中間を示すことは重要と考えられるので，本稿

では∫CR2および∬）R2とともに図4として掲載し
た．

　雇用創出率・消失率がともに高く計測され・，雇用

創出率の変動が小さく，雇用消失率の変動が大きく

なるという，図2から図3への変化と同様の変化が
観察できる．雇止めによる離職は，整理解雇による
離職以上に景気に感応的であると考えれば，この変
化の説明はつく。

　元来，これらの雇用創出・消失指標の時系列的な
推移は，労働市場に影響を与えるショックの性質を

推し量る上で重要な情報を提供すると考えられてい
る．たとえば，労働市場に発生するショックが，全
体に共通な影響を及ぼすものだけだと考えると，

　　　　　　悔7（∫α～）＝吻7（π）R）

が成立する（Mortensen　and　Pissarides（1994），三

田（2004）p．10）．逆に雇用創出率・消失率の相関が

0に近づくとき，両者の分散の乖離が大きくなると

　　　き，雇用：再配置率と純雇用変動率の相関が

　　　一1に近づくとき，労働市場が被っているシ
　　　ョックの性質は，全体に共通な性質よりは，

　　　個々の事業所に固有の性質を強くもっと考え
　　　られる．玄田・太田（2007）においても，これ

　　　らの相関関係が提示され，近年における固有

　　　ショックの役割が強調されている．この点を

確かめるために，図2～図4で算出された3つの定
義による雇用創出・消失指標の相互関係を表示した
のが，表4である．

　やはり，雇用消失の定義を広げると，雇用創出率
と消失率との相関は弱まり，雇用再配置率と純雇用

変動率との相関は強くなっていることがわかる．雇
用創出率のばらつきと消失率のぱらつきの乖離も大
きくなっており，旧来の推計方法は，1990年代のマ

クロシ。ックの重要性を過大評価する方向にバイア
スをもっていたと考えられ，る．

　雇用創出率のばらつきよりも消失率のばらつきが

大きいという時系列的関係は，アメリカ合衆国にお
いて当初Blanchard　and　Diamond（1989）が就業者

異動の傾向から予見し，Davis，　Haltiwanger，　and

Shuh（1996）によって確かめられた15）．対照的に日

本では，樋口・新保（1998）など2000年前後までを

考察対象とした初期の研究で，雇用創出率のばらつ
きのほうが消失率のぱらつきよりも大きいことが報

告され，両国の労働市場の構造的相違を示すものと
して議論された．確かに，理論的には，解雇費用と

採用費用の相対的な差で雇用創出率と消失率のばら
つきの相対的な関係は説明できる（Garibaldi（1998），

Cole　and　Rogerson（1999）など）．すなわち，採用費

用と比較して解雇費用が低いとおぼしきアメリカ合
衆国では，雇用創出に比較して雇用消失がばらつき，

日本では両費用の関係が逆転すると考えれば，ばら
つきの相対的な関係も逆転すると解釈された．

　しかし，本節の計測結果は，本格的な人員調整が

行われた2000年代中葉を観察期間に含めたり，雇
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用消失の定義を変更したりすると，観察結果の含意
が相当変質することを示している．

　　　　　　　6．いくつかの議論

6．1雇用変動指標のメカニカルな関係
　前節では雇用消失の定義を変更することによって，

日本の1990年代のマクロの雇用変動の有様が変っ
てくることを示した．ただし，この定義変更は同じ
データを使った単なる計算尽の付け替えに過ぎない．

このとき，前節に報告した計測結果が，単に定義変

更に伴う論理恒等の関係によって生じる可能性も指

摘されよう．しかし，直感的には，計測結果がどれ

だけ修正されるかは，整理解雇類似（あるいは雇止
め）による離職が発生した事業所にどれだけ入職者

がいたかによる．この2つの就業者フローには調査
設計上の論理的関係はない．したがって，本稿で紹
介した定義変更による観察結果の相違は決して計算

上のトートロジーではなく，何らかの経済論理と対
応する．ここでは，定義①と定義②の違いを具体的
にとりあげ，雇用変動指標のメカニカルな関係につ
いて考察したい．

　定義①と定義②の違いは大きく2点に分けられる．

ひとつは，雇用消失として数える離職者の定義変更

によって生じる離職者数の変化，もうひとつは自然
増部門と自然減部門との境界の変化である．整理解

雇類似の離職者は常に正で，離職者全体を上回るこ
とがないことに注意すると，定義①による自然増部

門に属する事業所数は，定義②による自然増部門に
属する事業所数よりも同じか小さい．同様に，定義
①による自然減部門に属する事業所数は，定義②に

よる自然減部門に属する事業所数よりも同じか大き
い．すなわち，

　　　　　　　8さ⊆s暑，s左⊇∫護

が常に成立する．換言すれば，定義①で自然増部門

に属した事業所が，定義変更によって自然減部門へ
移ることはない．逆に，定義②で自然減部門に属す

ることになる事業所が，定義①を用いたときに自然
増部門とされることはない．このとき，定義②によ

る雇用創出数は，定義①による雇用創出数，定義①

の自然増部門で生じた整理解雇類似の離職（離職者
数の定義変更），定義変更に伴う自然増部門の拡大
（境界変化）の3つに分解できるすなわち，（2）式を

∫C2オ≡∫α＋Σ1dismissall＋　Σ　｛dismlssall
　　　　　　どモヨむ　　　　　　　　　　　　　ご∈sき一5き
　　　一（outflowl－inflowl）｝　　　　　　　…（3）

と書き直すことができる．（3）式は，整理解雇類似

の離職がすべて雇用創出の増加・雇用消失の削減に

つながるわけではないことを示している．すなわち，
（3）式第2項は，定義①による自然増部門での整理

解雇類似の離職数を表す．この部門では入職者が潤

沢なので，整理解雇類似の離職を雇用消失とみなし

た場合，そのすべてが雇用創出数の増加として跳ね
返る．他方，（3）式第3項をみると，定義①において

自然減部門に分類された事業所では，入職者が十分

ではなく，整理解雇類似の離職数のすべてが雇用創
出数の増加として跳ね返るわけではない．したがっ

て，整理解雇類似の離職と入職者の事業所レベルで
の相関が強ければ定義変更による影響は強く，逆に

弱ければ定義変更は計測にほとんど影響を及ぼさな
いことがわかる．

　同様に，定義②による雇用消失数については，定
義①による雇用消失数，定義①の自然増部門で生じ
た整理解雇類似の離職（離職者数の定義変更），定義

変更に伴う自然減部門の縮小（境界変化）の3つに分

解できる．つまり，雇用消失について整理すると，

ノD2亡≡ノD汁Σ、dismissall一　Σ　｛dismissall
　　　　　　ガ　ヨご　　　　　　　　　　　　　ガ∈s二一5＆
　　　一（outflowl－inflowl）｝　　　　　　　…（4）

が得られる．それゆえ，雇用消失の定義を拡張する

ことによって，雇用創出率・消失率の水準が大きく

なることは，単なる計算上の問題に還元できる．し

かし，各項間の相関関係は自明ではないので，前節
で議論した定義拡張による時系列方向の相関関係の
変化も自明ではない．

　それでは，第5節で再計測された雇用創出・消失
指標の変化は，どの程度が自然増部門からの雇用消
失により，どの程度が部門変化によるものなのか．

図5では整理解雇類似の離職を雇用消失と定義した
∫CR2を（3）によって，ノD1～2を（4）によって分解し

た結果を表示した．

　第5節でも指摘したように，整理解雇類似の離職
自体が少ないため指標に対してそれほど大きな影響

を与えているわけではない．しかし，特に雇用創出

指標において1998年前後から2002年前後までの間，
定義変更による影響が強く現れている．この期間で
は，たとえば2002年では，定義①による雇用創出率

が3．7％だったのに加え，雇用創出部門での過小評
価が0．14％，雇用消失部門に分類され・ていた事業所

での雇用創出分がα17％であった．定義①によっ
て雇用創出事業所と分類されていた事：業所の雇用創

出を過小評価していたことに加え，雇用消失事業所
と分類されていた事業所にも少なからずの雇用創出

が発生していたことがわかる．換言すれば，1998
～2002年のjobloss　recoveryの間，整理解雇類似の

離職と入職者との事業所レベルでの相関が強く，そ
の分，定義①による雇用創出を低く見積もっていた

ことがわかる．同様の議論は，雇止めによる離職を
雇用消失に含めると，より強く成立する．

6．2　配置転換・出向

　本稿では同一企業内での配置転換や出向（あるい
は出向元への復帰）を理由とした入離職を，通常の

入職や個人的理由による離職などと区別していない．

これらの理由による入離職の背後には，一般に，雇

用機会を考慮した使用老側の人事政策があると考え
られるからである．たとえば，配置転換による入職

者と離職者が同一事業所で観察された場合，企業の
人事政策の一環で仕事の担当者が変更されたと考え
られ，雇用機会自体は維持されていると考えるのが

自然であろう．この意味では，本稿の分析枠組みで

出向・配置転換を特に措置する必要はない．

　もちろん，出向・配置転換を通じた調整は，いわ
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ゆる内部労働市場を通じた雇用調整として，日本の

労働市場の重要な特性を構成している．さらにいえ
ば，たとえば玄田（2004）は1997年から2000年にか
けて「経営上の理由」による離職老にしめる「出向」

の割合が特に中高年層で減少し，「出向の停滞傾向
が特に鮮明となりつつあ」ることを指摘し（p．269），

内部労働市場を通じた雇用調整の方法に変化が起こ

ったことを示唆している．ここでは，雇用動向調査

より出向・配置転換による入離職老を別途推計し，

前節までに計測された雇用創出・消失指標のうち，

どの程度がこれら内部労働市場を通じた雇用フロー

によって占められるかを確かめたい．
　雇用動向調査の事業所票には「同一企業（会社）内

から（へ）の転入（出）者，給与支給の復活（停止）者

等」に区分された入離職者が記録されており，これ
を配置転換による入離職者とみなす．また，入職者

票において入職経路に「出向」および「出向元への
復帰」と回答した割合を計算し，出向に関連する入

職者数を推計する．同様に，離職者票の離職理由の
うち「出向」および「出向元への復帰」に分類され

る離職者より，出向に関連する離職者数を推計する．

そして，定義①によって計測され・た雇用創出部門・

消失部門毎に，この2種類の雇用フローをネットア
ウトし，内部労働市場を通じた（ネットの）雇用フロ

ーと考える．

　まず定義①によって計測された雇用創出・消失を，

内部労働市場を通じた雇用フローと外部労働市場を

249

通じた雇用フローに分解し，そ

れぞれの寄与度をみたのが，図

6である．

　たとえば，1991年では雇用創
出の12。1％，雇用消失の17。8％

が内部労働市場を通じての雇用

フローによって発生していると

読める．図6によれば，内部労
働市場を通じた雇用フローの寄

与度は，時系列的に大きな変動

があるようには見えない．この
ことは，出向や配転による内部

労働市場が大企業に発達してい

ることと関係しているかもしれ
ない．そこで，サンプルを常用

労働者1000人以上の企業に限
定し，図6と同様に作成した指

標を図7に示した．

　図7では，確かに大企業にお
いて，特に雇用消失に対する内

部労働市場を通じた雇用フロー
の寄与は1990年代を通じて減

少しているようにみえる．しか
し，2002年以降は上昇する傾向

をみせており，全体として内部

労働市場を通じた雇用フローの

重要性が減少しているとはいえ
ないかもしれ．ない．

6．3　都道府県別の雇用変動

　次に，三田・太田（2007）にあるように，都道府県

ごとの集計を行い，雇用創出・消失指標の地域的な

動向を確かめたい．ただし，そこでも指摘されてい
るように，都道府県ごとに集計すると集計結果の変

動が大きい．実際に計測してみても，たとえば∫CR
の時系列方向の標準偏差は，全国集計の0．42に対し

て，都道府県別の集計では最小の愛知県でも0．66，

最大の青森県では3．86と大きな開きがある．本節
では，15ヵ年の単純平均（αノCR，σ丑）Rなどαの文

字を付け加えて標章する）に着目して都道府県内の
時系列方向のばらつきを捨象し，都道府県間の相違
点に焦点を絞って議論を続けたい．

　年別都道府県別に集計した各種指標のうちノ℃R
およびノD1ぞについて，15ヵ年平均を都道府県ごと

に示したのが図8である．
　図8において，ほとんどの都道府県は45度線の
上方に位置しており，αノCRよりも切のRの方が大
きい．図2で見たとおり，この15年間の日本全体
の純雇用変動は負であったが，一部の都道府県のみ

で雇用機会が純減したのではなく，おしなべてどの
都道府県でも雇用機会が減少していたことがわかる．
ただし，どの都道府県をみても雇用創出と雇用消失

が並存している点には注意すべきであろう．たとえ
ば，雇用消失が最も激しかった和歌山県（平均6．4
％）でも，平均3．4％の雇用創出を得ている．逆に，

もっとも雇用創出が頻繁だった青森県（平均4．9％）
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図6．雇用創出・消失に対する内部労働市場を通じた雇用フローの寄与
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でも，平均5．8％もの雇用消失が同時に起こってい
る．結局，ある都道府県で雇用の純減が起こったと

き，その地域でもっぱら雇用消失が起こっていたわ

けではなく，ある程度の雇用創出と並存していたこ

とになる．また，雇用創出と雇用消失の都道府県間

のばらつきを比較すると，前者の方で小さく，雇用

創出は全国的により均等に発生していたことを示し

ている．逆に，後者のぱらつきは比較的大きく，日

本の中で大きく雇用消失が発生した地域と雇用消失
が余り発生しなかった地域にわかれると解釈できる．

結局，雇用創出・消失のクロスセクション方向の相
関関係は認められない．

　都道府県間の違いがこれほどまでに大きい理由は

さほどはっきりしない．一般に，産業や企業・事業
所規模が異なると，採用される技術の違いから雇用
創出・消失の大きさは変化するとされる．都道府県
によって産業構造や企業規模構成は大きく異なるの

で，都道府県間の雇用創出・消失指標の違いは，これ

らの経済構造の違いによるかもしれない．ここでは，

データ上の齪麟を最小限にとどめるため，同じ雇用

動向調査上の上期首常用労働者で評価して，年別都

道府県別の製造業比率および1000人以上の企業比
率，500人以上の事業所比率を集計した後，15ヵ年

を単純平均し，図5に算出した雇用創出・消失指標
との関係をみた表5は，最小二乗推定の結果である．

　全般的に，雇用フローの都道府県間の違いを説明
するのに，製造業比率や大企業比率の違いは余り大
きな力をもたない．とくに雇用創出には全く有意な

影響を及ぼしておらず，わずかに，製造業比率が雇

用消失に対して影響を及ぼすのみである．特に雇用
機会に注目する場合には，産業や企業・事業所規模
などの違い以外の説明要因を探求する必要があろう．

　以上の観察結果は，雇用消失の定義を拡張するこ
とで変化するであろうか．次の図9では，前節の図

3および図4と同様に，整理解雇を加味して雇用消
失を定義しなおした計算結果と，整理解雇だけでは
なく寸止めまで加味して雇用消失を定義しなおした
計算結果をあわせて表示した．

　クロスセクション方向では，雇用消失の定義を拡
張すると，雇用創出率も雇用消失率も地域間のばら

つきを増す．時系列方向では，整理解雇・雇止めに
よって発生した雇用消失は入職者によって相殺され，



　　　　　　　　　雇用変動指標の再検討

表5．平均雇用創出・消費指標と経済変数の関係（都道府県，15ヵ年平均）
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被説明変数 4CR のDR 妙RR αWRR
係数　　　標準偏差 係数　　　標準偏差 係数　　　標準偏差 係数　　　標準偏差

製造業比率 一〇．0003　　　0．0102 一〇．0254＊　　0．0127 一〇．0257　　　0．0168 一〇．4478＊＊＊　0．0689

大企業比率 0．0325　　　0．0241 一〇．0455　　　0．0299 一〇．0130　　　0．0395 一〇．0073　　　0．1618

大事業所比率 一〇．0272　　　0．0162 一〇．0117　　　0．0201 一〇．0389　　　0．0266 0．2019＊　　0．1090

定数項 0．0364＊＊＊　0．0033 0．0588＊＊＊　0．0041 0．0953＊＊＊　0．0055 0．4446＊＊＊　0．0223

残差二乗和 0．0865 0．2716 02300 0．5239

　　注）標本数＝47，0LSによる推定．

図8．雇用創出率・消失率（1991～2005年，都道府県，％）

　7．0

6．5

6D

灘

釦

輔

輔

∬

（
承
．
雪
降
塒
お
一
．
匡
（
弓
ε
　
癬
氷
浬
旺
腿

3．0

25
　2．5　　3．0

／
×

／
．　・／

∵．・　／

o騨／X

×．黒総砺
一
　
一

驚口

◆北海道・東北

濠ﾖ東

｢中部

~近畿

｣中国・四国

Z九州・沖縄／
／

1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

3．5　　　4．0　　　45　　　5．0　　　55　　　6，0　　　6．5　　　7．0

雇用創出率　（aJDR、15ヵ年平均、％）

標本数 平均 標準偏差 最小値 最大値

α∫CR 47 3．8 0．40 2．9 4．9

α］のR 47 4．5 0．56 3．7 6．4

αノRR 47 8．3 0．72 7．3 10．6

αMヲT 47　〆 一〇．7 0．66 一3．0 0．56

α照尺 47 33．7 3．75 27．3 37．4

雇用創出をみかけ上ばらつかせる結果を生み出して

いた（前節図3，図4）．これに対してクロスセクシ
ョン方向では，整理解雇・雇止めを雇用消失と認識

し，同一事業所の入職者で相殺しない場合，雇用創

出のばらつきをむしろ増幅する方向で働いているこ

とがわかる．このことは，雇用創出が多い都道府県

において，整理解雇・雇止めによる雇用消失が起こ

っていることを意味する．

　実際に，都道府県の平均雇用創出・消失指標の相
互の相関係数を計算した表6によると，雇用創出率
と雇用消失率の都道府県レベルでの相関は，雇用消

失の定義を拡張するにつれて高まり，雇止めまで含

めるとα70にまで達する．雇用消失率のうち，整理

解雇に起因する雇用消失のみを考慮した部分
（昭DRのと雇用創出率の相関係数は5％水準では
有意ではないが，正の相関を示している．さらに，
整理解雇および土止めに起因する雇用消失のみを考

慮した部分（αノDRのと雇用創出率の都道府県間の
相関係数はかなり大きく，ほとんど1に近い．

　観察結果をまとめよう．1990年代の都道府県の
平均的な雇用フローの違いは，経済構造の違いや画

図9．整理解雇（および顧止め）を加味した雇用創出率・消失

　　率（1991～2005年，都道府県，％）
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整理解雇を加味した雇用創出率　（aJCR2、15ヵ年平均、％）

標本数 平均 標準偏差 最小値 最大値

α∫CR2 47 4．0 0．41 3．1 5．2

αノD1～2 47 4．7 0．59 4．0 6．8

αノR丑2 47 8．7 0．76 7．6 11．3

α∫C尺3 47 4．8 0．81 3．5 8．2

αノPR3 47 5．5 0．89 4．5 9．0

αノR尺3 47 10．3 1．57 8．5 17．2

本全体に発生したショックの偏りによって生じたも

のではない．すなわち，ある都道府県では（都道府

県内で共通の）大きなショックが，他の都道府県で
は小さなショックが起こったことでは説明が足りな

い．他の説明要因として，たとえば最低賃金制度や
法的規制の運用の違いなど，行政区による違いも考
察されるべきである．しかし，雇用創出・消失研究

が長く強調してきたように，行政区や産業分類，企

業規模といった，労働市場を特徴付けると考えられ
てきた既存の分類ではない，事業所個別の要因がと

くに雇用創出には影響を及ぼしているのかもしれな

い．雇用消失の定義を広げることによって，これら
の議論の方向が頑健であることが示されたといえる．

　　　　　　　　　7．まとめ

　以上のように，本稿では雇用動向調査を用い，追

加的に離職者の離職理由の情報を取り入れることで
従来の雇用創出・消失の推計を修正した．既存の雇
用創出・消失研究と比較して，以下のような新たな
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妙CR
曜）R

砂RR
α〈昭丁

　　　　表6．雇用創出・消失指標の相関関係（都道府県平均）

砂DR　　姻R　　α八ET　　　　　　げCR2　班）1～2　げDR4 如RR2　　α〈IE7「

　1
0．09　　　　　1

0．63＊　　　　　0．83＊　　　　　　1

0．53＊　　　一〇．79＊　　一〇．32＊＊

注）＊は1％水準，＊＊は5％水準で0と異なることを示す．

　　曜CR2
　　4D尺2
　　曜）摺

1　げR1～2

　　α八Er

知見が得られた．

　第一に，整理解雇や雇止めをそれのみで雇用
消失とせず，同一事業所への入職者があった場
合には雇用機会は維持されると考えた既存研究
の推計方法は，事業所間の共通ショックの影響
を強く検出する性質がある．この要因を除去し
た結果，玄田・太田（2007）で指摘されているように，

1990年代の雇用フローは個々の事業所に固有の要
因に強く支配される傾向がある．

　第二に，1990年代の雇用創出は好不況に関わらず
安定的に推移しており，雇用変動の大部分は雇用消
失の増減から生じていることを確かめることができ

た．この時系列的な動向は1990年忌のアメリカ合
衆国でも確かめられており，当初は大きく異なると

された両国の雇用フローの推移が意外に似通ってい
ることがわかってきた．

　第三に，都道府県間でも雇用フローの推移は大き
く異なることがわかった．また，この違いを説明す

るには，マクロショックの地域間分配によるもので
はなく，最低賃金制度に代表される個々の都道府県
固有の要素，あるいは個々の事業所に固有の要因が
重要であることが示唆される．

　本稿は，雇用創出・消失指標の細分を直接の目的

としたため，それらの指標を用いての分析には深入

りしていない．これらの指標を用い，日本の労働市

場の雇用変動について，どのようなメカニズムが重
要なのかを解明する必要があるだろう．

　　　　　　　　　　　　　　（一橋大学経済研究所）
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　注
　1）　本稿は，神林龍「雇用変動の分解：1991～2005年
『雇用動向調査』をもとに」Hi－Stat　Discussion　Paper

Series　No．236を大幅に改訂したものである．詳細なコ
メントを下さった玄田有史・川口大司氏，一橋大学経済
研究所定例研究会に出席いただいた方々に感謝申し上げ
る．また，本稿のもととなった論考で利用した厚生労働
省『雇用動向調査』の個票は21世紀COEプログラム
「社会科学の統計分析拠点構築」（拠点リーダー：一橋大

学教授斉藤修）の一環として目的外利用を許可された．
その際，深尾豊史氏に利用申請の労をとっていただいた．
なお，本研究は，一部平成19年度科学研究費補助金（若
手（B））（課題番号：18730158）による援助を受けている．

　2）　以下では議論を分かりやすくするため，「雇用」と
「就業」を区別しない．

　3）　実際，様々な研究は日本の労働市場における履歴

効果の存在を指摘しており，この時期に新卒市場に出ざ
るを得なかった世代が，永続的な負の影響を受けること
を示唆している．この点については，篠崎（2004）や川口
（2006）が詳しい．なお，『日本労働研究雑誌』第569号

（2007年12月）で特集が組まれており，所収の諸論文を
参照していただきたい．

4）　米国における雇用創出・消失研究と近年のデータ
整備との関連は神林（2007）にまとめられている．

　　　　　　　そこでも触れられているように，多くの
研究は1980年代後半以降を対象としており，日本にお
ける雇用創出・消失に関して定型化された事実が固まっ
ているとは言いがたい．

　7）　そのほかの選択肢としては，「出向」「出向元への
復帰」「定年」「結婚」「出産・育児」「介護」（1993年以降）

「死亡・傷病」がある．

　5）現在では就業者の異動量は労働者再配置Worker
Reallocationと呼ばれることが多い．
　6）ただし，

　8）　労働法全般の教科書的な解説は菅野（2008）を参照
のこと．

　9）　整理解雇法理の四要件（要素）判断に関する近年の

裁判例の動向については，奥野・原（2008）が詳しい．

　10）希望退職を募集する場合には，指名解雇となら
ないように使用者側から直接特定の労働者へ応じるよう
に働きかけるのをやめるのが一般的である．その結果，

使用者側が意図しなかった優秀な人材が流出する可能性
は極めて高い，このとき，この優秀な人材が担っていた
ポジションは消滅するわけではなく，配置転換によって
代わりの人材で埋められるのが普通であろう．しかし，
事業所全体では，玉突き現象の結果，希望退職に応募し
た人数分の雇用機会が失われたと考えてよい．整理解雇
と希望退職募集との関係については神林・平澤（2008），
高橋・玄田・伊藤（2006）が詳しい．

　11）　有期雇用契約と解雇権濫用法理の類推適用につ
いて簡単に解説したものに，両角・神林（2008）がある．

　12）　一般的な計測方法は玄田（2004）第1章補論，照
山・玄田（2002）にまとめられているが，雇用動向調査を

用いた計測時の手順や標本選択に詳しいのは照山・玄田
（2001）である．本稿では，なるべく計測枠組みを揃える
ために照山・玄田（2001）を参照した．

　13）　常用労働者とは，次のいずれかに該当する労働
者をいう．（1）期間を定めず雇われている者，（2）1ヵ月

を超える期間を定めて雇われている者，（3）1ヵ月以内の

期間を定めて雇われている者又は日々雇われている者で，

前2ヵ月にそれぞれ18日以上雇われた者．いわゆるパ
ートタイム労働者を区別しない点に注意されたい．
　14）　戦前期には日本銀行が労働統計の一環として同
様の調査を行っており，その後内閣府に移管されている．

したがって，調査個票の残存状況によっては，雇用創
出・消失指標を遡って作成することも潜在的には可能で
ある．アメリカ合衆国ではFaberman（2005）によって
戦後60年間の系列が作成されている．
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　15）　ただし，Davis，　Faberman，　and　Haltiwanger
（2006）は，1950年代には雇用創出率のばらつきと消失率

のばらつきは同等だったと報告し，この関係が戦後一貫
して成立していたわけではないことを示唆している．ま
た，Shimer（2007）は就業者異動を精査した結果，失職確i

率よりも就職確率のほうが時系列的ぱらつきが大きいこ
とを示し，雇用フローについてそれまで積み上げられた
conventional　wisdomと矛盾すると議論している．
　16）　ただし，復元に用いる復元倍率は一般に上期と
下期で異なる．したがって，上期・下期それぞれで入離
職者数を復元算出した後，両者を加減して通年の雇用増
減を算出する．上期首の常用労働者数は上期末常用労働
者数から入離職者を割り戻した数値を復元算出する．
　17）　ただし，復元に用いる復元倍率は一般に上期と
下期で異なる．したがって，上期・下期それぞれで入離
職者数を復元算出した後，両者を加減して通年の雇用増
減を算出する．上期首の常用労働回数は上期末常用労働
者数から入離職者を割り戻した数値を復元算出する．
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈付録1＞
　本稿では，以下の手順で標本を確定した．
（1）調査時点で，同一の事業所番号を保持している重複標本をすべて除く．
（2）上期のみあるいは下期のみしか格納されていない標本を除く．

（3）上期と下期を接続し，以下の情報が一致しない標本を除く．

　（ア）上期末常用労働者数と下期首常用労働者数
　（イ）上期産業分類と下期産業分類
　（ウ）上期抽出率と下期抽出率
　（エ）上期事業所規模と下期事業所規模
（4）さらに官公庁に分類される標本を除いた標本を，最終標本とする．

以上の手順によって削除された標本は次の通りである．
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上期事業

兜[
重複

下期事業

兜[
重複 突合なし

期首期末

s一致 致

産業不一
@　　　　　　　　一致

抽出率不 事業所規

ﾍ不一致
官公庁

数

最終標本

1991 11905 0 11814 0 459 968 33 17 435 703 9603
1992 11604 2 11414 0 266 793 14 14 432 686 9542
1993 11155 0 10929 0 488 1124 20 13 301 521 8943
1994 11148 0 10721 0 649 904 16 19 411 514 8875
1995 11233 0 11063 0 610 941 16 27 385 533 9051
1996 11805 0 11668 0 771 1004 24 36 421 585 9437
1997 11748 0 11566 0 792 895 20 23 384 566 9501
1998 11613 4 11415 32 976 925 36 74 424 574 9120
1999 11525 0 11372 0 1009 1060 26 25 482 620 8916
2000 11206 0 11040 8 1008 913 25 22 430 616 8744
2001 10980 4 10765 4 1127 873 17 16 406 625 8497
2002 10892 0 10798 4 1288 1068 33 0 455 615 8183
2003 10622 0 10453 0 1185 1079 22 0 437 576 7976
2004 10706 0 10525 0 1487 1304 17 0 413 818 7549
2005 10804 0 10661 0 1493 1294 32 0 399 732 7750

合計 168946 10 166204 48 13608 15145 351 286 6215 9284 131687

〈付録2．就業構造基本調査と雇用動向調査の離職理由比較〉

（a）1997年

　　　　　　　　　　就業構造基本調査　　　　　　　　　　　i

　　　　　　1996年10月～1997年9月 （a）　　1（b）／（a）1　　（b）

　雇用動向調査
1997年1月～1997年12月

　　　　　　　　　離職者総数
　　　　　　　　うち前職雇用者
うち5人以上事業所からの離職者

人員整理・勧奨退職のため　　440

6，290

5β38

5440　　　1．09

　　　　100
5943　離職者総数
4397 2555経営上の都合（出向・復帰を除く）

定年又は雇用契約の満了のため　　651 151 9805

1842出向
　0出向元への復帰
3447定年

　　　　　　結婚のため
　　　　　　育児のため
家族の介護・看護のため
　　　病気・高齢のため

　　　　　一時的・不安定な仕事だったから
　　　　　　　　　　　　収入が少なかった
　　　　　　　　　　　労働条件が悪かった
　　　　　　　　自分に向かない仕事だった
　家族の転職・転勤又は事業所の移転のため
　　　　　　　　　　　　　　　　　その他
（b）1992年

　　　　　　　　　　就業構造基本調査．

　　　　　　1991年10月～1992年9月

294
382

755
532
135

1241

268　　0．80
228　　　0．65

102　　　0，29

411　　　0，26

｝　3339　　　　　1．20

213，9

148．6

29，7

107

　635，8契約期間満了
結婚
出産育児
介護
死亡・傷病

401乳1 o3111：1雛警人的理由

（a）　　1　（b）／（a）　・　　（b）

　雇用動向調査

1992年1月～1992年12月
　　　　　　　　　離職老総数
　　　　　　　　うち前職雇用者
うち5人以上事業所からの離職者
人員整理・会社解散・倒産のため　　267

5，606

5，126

4734　　　1ユ8

　　　　109

5，594　　離職者総数

2909 1902経営上の都合（出向・復帰を除く）

1007出向
　0出向元への復帰

　　　結婚のため
　　　育児のため
病気・高齢のため

　　　　　　　　家族の介護・看護のため
　　　　一時的・不安定な仕事だったから
　　　　　　　　　　　収入が少なかった
　　　　　　　　　　労働条件が悪かった
　　　　　　　自分に向かない仕事だった
家族の転職・転勤又は事業所の移転のため
　　　　　　　　　　　　　　　　その他

101

247

366
680
519
124

1101

289　　　0．87

227　　　0．67

386　　　0．30

3138　　　　！。30

251．7

151

117．5

結婚
出産育児
死亡・傷病

406a‘ o3111：1叙謄的理由

〈付録3．雇用創出・消失指標の作成手順〉
　（a）照山・玄田（2000）による手順

（A1）雇用動向調査では，上期末（6月末日）下期末（12月末日）の常用労働者数と，両期間内の入離職老総数が把握でき

　　る．これを用いて，通年の雇用増減および上期初（1月1日）時点の常用労働者数を確認する16）．
（A2）通年の雇用増減が正である事業所を雇用創出事業所，負である事業所を雇用消失事業所と呼ぶ．
（A3）雇用創出事業所について雇用増加数を集計する。同時に雇用消失事業所についても雇用減少数を集計する．また，

　　全事業所について上期首の常用労働者数を集計する．集計単位は任意である．
（A4）雇用増加総数を上期首常用労働者数で除したものを「雇用創出率（Job　Creation　Rate；∫（沢）」，雇用減少総数を
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　　上期首常用労働老数で除したものを「雇用消失率（Job　Destruction　Rate；ノDR）」と呼ぶ．
（A5）雇用創出率（∫CR）と雇用消失率（ノD1～）の和を「雇用再配置率（Job　Reallocation　Rate；JRR）」，両者の差を「純

　　雇用変動率（Net　Creation　Rate；NET）」と呼ぶ．
（A6）入離職者総数を上期首常用労働者数で除したものを「労働者再配置率（Worker　Reallocation　Rate；WRR）」と

　　する．

（b）本稿の手順
（B1）雇用動向調査では，上期末（6月末日）下期末（12月末日）の常用労働者数と，両期間内の入離職者総数が把握でき

　　る．これを用いて，通年の雇用増減および上期初（1月1日）時点の常用労働者数を確認する17）．さらに，離職者票

　　の離職理由のうち，「経営上の都合」の占める割合を事業所別にそれぞれ把握する．
（B2）当該事業所の離職者数を復元算出し，（B1）で計測された割合を掛け合わせることで，整理解雇による離職者数を

　　推測する．整理解雇による離職者数をそのまま「整理解雇による雇用消失数」と呼ぶ．
（B3）離職者総数のうち整理解雇以外の離職者数を算出し，自然離職者数とする．
（B4）自然離職者数と復元された入職者総数を比較し，前者が上回っていればその分を「未充足による雇用消失数」，後

　　者が上回っていればその分を「雇用創出数」とする．
（B5）「整理解雇による雇用消失数」「未充足による雇用消失数」「雇用創出数」を集計する．また，全事業所について上

　　期首の常用労働者数を集計する．集計単位は任意である．
（B6）雇用創出総数を上期首常用労働者数で除したものを「雇用創出率（Job　Creation　Rate　by　new　definition　2；
　　ノCR2）」，整理解雇による雇用消失数と未充足による雇用消失数の和を上期首常用労働者数で除したものを「雇用
　　消失率（Job　Destruction　Rate　by　new　definition；ノDR2）」と呼ぶ．また，整理解雇による雇用消失数のみを期
　　首常用労働者数で除したものを「整理解雇による雇用消失率（Job　Destruction　by　Economic　Dismissal；π）R4）

　　とする．
（B7）雇用創出率（∫CR2）と雇用消失率（ノDR2）の和を「雇用再配置率（Job　Reallocation　Rate　by　new　definition；

　　刀ぞ1ヒ2）」　と呼ぶ．


